
施策 14 関係課

月 1 日

基本
目標

Ⅱ 主管課
名称

課長

施策マネジメントシート（2021年度の振り返り、総括） 作成日 2022 年 7

豊かな自然と共生するまち

生活環境の保全

生活水道課

意図

1
生活排水の適正処
理

①町民
②町内の生活環境

①生活排水が適正に処理される。
②水質が保全される。

2
公害防止対策の推
進

①町民
②町内の生活環境

基
本
事
業

基本事業名 対象

4

①公害に対する意識を高める。
②公害が未然に防止される。

3
公衆衛生対策の推
進

①町民
②町内の生活環境

①公衆衛生に対する意識を高める。
②良好な住環境が維持される。

2016年度(H28) 2017年度(H29) 2018年度(H30) 2019年度(R1) 2020年度(R2) 2021年度(R3) 2022年度(R4)

Ａ
実績値 77.2 78.6 78.1 78.5 78.8 79.0

目標値 78.2 79.2 80.2 81.2 82.2 83.2

47.4 47.4 47.5 47.2

目標値 47.8 48.0 48.2

実績値 47.6 47.9

48.4 48.6 48.8

1 1 2

目標値 16 16 15 14 13 12

実績値 17 8 3

25 25 24 24 23 23

実績値 38 18 31 24 28

指
標
設
定
の
考
え
方
と

実
績
値
の
把
握
方
法

A)、B)数値が高まれば、結果として町民が生活排水を適正に処理し、利根川源流域の水質を守ることに繋がるため成果指標とした。
汚水処理人口普及率（％）＝汚水処理人口（下水道、農集排、合併浄化槽人口）÷総人口
下水道普及率（％）＝下水道処理区域内人口÷総人口
C)環境基本法で公害と定義されている７種類の事象（大気汚染・水質汚濁・土壌汚染・騒音・振動・地盤沈下・悪臭）で、群馬県や国に報告する対象である
こと。この件数が減少すれば町民の健康と生活環境が良好に維持されていることになるため成果指標とした。
主管課で実数を把握
D)数値が減少すれば、町内の生活環境が良好に維持されていることになるため成果指標とした。
主管課で実数を把握

目
標
値
設
定
の
考
え
方

A)汚水処理人口普及率は過去の指標の推移から、成り行きでは毎年度0.5ポイントずつ上昇と設定しており、目標としては、平成34年度に83.2％をめざす。
群馬県処理計画では、みなかみ町は平成39年度までに90％を目指しています。【国平均：90.4％（Ｈ28）、県平均：79.8％（Ｈ28）、県目標：91.7％（Ｈ39）】
B)下水道の普及率は、整備をすれば上昇する。今後、老朽化対策に重点がシフトしていくことを考えると、面的整備への投資を増加させることは困難。過去
4年間で率が１％上昇していることから、優先順位を考慮しながら現状の整備を維持し、平成34年度目標を48.8％とする。【県平均：53.2％（Ｈ28）】
C)典型７公害とは「大気汚染・水質汚濁・土壌汚染・悪臭防止」と「騒音規制・振動規制・地盤沈下」の４つの防止法と３つの規制法を総合して典型７公害と
呼ぶ。苦情の８割は「大気・水質・土壌・悪臭」である。この苦情件数が減少すれば、町内の生活環境、公衆衛生が保全されている指標になる。【Ｈ28実績の
17件をＨ34で12件を目標とする】
D)苦情受付において不法投棄によるものが半数以上を占めている。土地所有者の高齢化が進むことで農地などの管理が行き届かず不法投棄を誘発しや
すい状況が作られるなど、今後増加が懸念される。パトロールや広報等で注意喚起を促し苦情件数の減少に努める。【苦情件数Ｈ28実績の27件をＨ34で
23件を目標とする】

目標値
E

実績値

施
策
の
成
果
指
標

区分

12

目標値

施
策
の
目
的
・
目
標
達
成

の
た
め
の
役
割
分
担

１．町民（事業所、地域、団体）の役割 ２．行政（町、県、国）の役割

・公共下水道や農業集落排水への接続や、合併処理浄化槽への転換とともに
適切な維持管理に努める。
・地域の生活環境を悪化させないよう、不法投棄の防止や公害に対する意識を
高めるなど良好な住環境づくりに努める。
・犬・猫の適正な飼育管理に努める。

・下水道を健全に運営し、下水道施設の計画的な整備と維持管理、合併
処理浄化槽の普及に努める。
・不法投棄対策、公害防止対策など地域の生活環境の維持に努める。
・犬・猫の保護対策の実施主体である群馬県（動物愛護センター）と連携
し、犬猫衛生対策を推進する。

施
策
を
取
り
巻
く
状
況

１．施策を取り巻く状況（対象や法令等）は今後どのように変化するか？ ２．施策に対して、住民や議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

・人口減少に伴う人口密度の低下により集合処理の運営が厳しくなる。
・人口減少等社会情勢の変化を踏まえ効率的な汚水処理手法の選定に努める
ことが求められている。
・下水道未普及地区の解消事業から施設の老朽化対策の割合が増加してい
る。
・令和６年度予算決算から下水道事業の公営企業会計適用が要請されている。
・犬、猫へのマイクロチップの装着義務化が改正動物愛護管理法が成立し令和
４年６月に施行される。

・下水道処理区域の未接続住民からは早く接続したい希望と使用料の値
上がりを懸念して接続したくない希望との両方がある。
・国道や遊休地に投棄されている廃棄物について生活環境や道路環境の
汚染等、観光業が主要産業の一つであるみなかみ町にとってはマイナスイ
メージになっている。
・ごみが国道、県道、町道に投棄が見られることから行政と地域、町民が一
体になって取り組む必要がある。

施
策
の
目
的

対象

①町民　②町内の生活環境

意図

①環境への負荷を低減させ
る。
②良好な状態に保持される。

単位

件

件

％

％

不法投棄等その他苦情件数

典型７公害件数

下水道普及率

汚水処理人口普及率

成果指標名

Ｄ

Ｃ

Ｂ

金子 喜一郎

施策の
基本方針

・下水道事業を健全に運営し、施設の計画的な整備と維持管理、合併処理浄化槽の普及を推進します。
・典型７公害や不法投棄などの対策を推進し、町民が快適に暮らせる良好な生活環境を保持します。



###

###

###

###

###

###

###

###

###

###

###

###

###

###

###

施策 14 生活環境の保全 主管課
名称 生活水道課

課長 金子 喜一郎

目標値を多少下回った。

目標値を大きく下回った。

②
他
団
体
と
の
比
較

かなり高い水準である。
①汚水処理人口普及率（78.96％）及び下水道普及率（47.2％）は、近隣の沼田市汚水処理人口
普及率（81.2％）、下水道普及率（59.5％）と比較し下回っている。なお、下水道普及率は都市
部と比べ住宅が密集していないため下水道管路布設時の効率性に差があり低い水準となってい
る。
　※沼田市の普及率は令和２年度の数値
②町の典型７公害苦情件数は２件。全国の典型７公害苦情受付件数は平成30年度47,656件、令和
元年度46,555件、令和２年度56,123件であり、前年度に比べ9,568件（対前年度比+20.6%）増加
している。群馬県での典型７公害苦情受付件数は、平成30年度1,271件、令和元年度1,254件、令
和２年度1,571件であり、前年度に比べ317件（対前年度+25.3%）増加している。近隣の沼田市で
の公害発生件数は、平成30年度51件、令和元年度36件、令和２年度57件であり、前年度に比べ21
件（対前年度比+58.3）増加している。

どちらかといえば高い水準である。

ほぼ同水準である。

どちらかといえば低い水準である。

かなり低い水準である。

4

今
後
の
課
題
と
取
り
組
み

（
案

）

公害防止対策の推進

公衆衛生対策の推進

①望まない繁殖により適正な飼育を受けることができな
い猫（犬）の増加による住環境の悪化が懸念されている
とともに、動物愛護の観点から適正飼育対策が必要であ
る。

①群馬県動物愛護センターとも連携し適正飼育に関する
啓蒙活動を行う。
②犬、猫避妊・去勢手術に係る補助制度の周知を図る。
③特に猫の多頭飼いや飼育崩壊の早期発見やその対策の
ため地域と行政が協働連携する体制を構築する。

今後の課題 今後の取り組み（案）

1

①人口減少等を踏まえ地域の現状に即した汚水処理手法
の見直しを図る。
②ストックマネジメント計画を策定し下水道施設の老朽
化対策を進め生活排水の適正処理を図る。
③合併処理浄化槽への転換を推進し汚水処理人口普及率
の向上を図る。

①開発計画等情報収集に努め適宜汚水処理計画の見直し
を検討する。
②ストックマネジメント計画に基づき優先順位による老
朽化対策事業を実施する。
③補助制度の周知に努めると共に指定工事店との協働に
よる転換推進を図る。

2

①少子高齢化や核家族化などの要因により管理できない
土地が増加傾向にあるため不法投棄をさせない対策が必
要である

①不法投棄の早期発見に努め、群馬県や警察等と連携、
情報の共有化を図り、パトロールの強化や防護柵等の設
置を推奨し土地所有者に対して注意喚起を促すとともに
地域で監視する体制の構築を図る。

3

基本事業名

生活排水の適正処理

施
策
の
成
果
水
準
の
分
析
と
背
景
・
要
因
の
考
察

実績比較 背景・要因

①
時
系
列
比
較

かなり向上した。
①汚水処理人口普及率は0.16ポイント上昇した。この要因は合併処理浄化槽設置件数の伸びによ
るもの。
②下水道普及率は0.3ポイント減少した。この要因は下水道処理区域内人口の減少率が総人口の
減少率を上回ったことによるもの。
③典型７公害受付件数は、令和２年度１件、令和３年度２件と１件増加した。住居環境における
騒音２件の苦情が寄せられた。
④不法投棄等その他苦情件数は令和２年度28件、令和３年度12件と16件減少した。

どちらかといえば向上した。

ほとんど変わらない。（横ばい状態）

どちらかといえば低下した。

かなり低下した。

③
目
標
の
達
成
状
況

目標値を大きく上回った。
①汚水処理人口普及率は合併処理浄化槽の普及により微増したが目標値には達しなかった。ま
た、下水道普及率は下水道処理区域内人口の減少により微減し目標値に達しなかった。
②典型７公害受付件数は２件であり目標値を達成している。不法投棄等の苦情件数は12件であり
目標を達成した。目標値を多少上回った。

ほぼ目標値どおりの成果であった。

4

基
本
事
業
の
成
果
指
標

3

<0.5/0.5

目標値

実績値

目標値

実績値

0

目標値

実績値

目標値

実績値

件数

件

Ａ

Ｂ

158

0 0 0 00

基本事業名

生活排水の適正処理1

2
0 0 0 00 0

目標値

実績値

145 145 145 145145 145

140 150 143 141155

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

犬・猫の避妊手術の申請件数

騒音測定の基準値を超過した件
数

公衆衛生対策の推進

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

<0.5/<0.5

84.7

2022年度2021年度2020年度2019年度2018年度2017年度2016年度

<0.5/<0.5 <0.5/0.5 <0.5/<0.5 <0.5/<0.5 <0.5/<0.5

区分単位

86.8 87.5 87.586.084.5

<0.5/<0.5

成果指標名

水洗化率

利根川・赤谷川の水質

％

mg/ℓ

公害防止対策の推進

<0.5/<0.5 <0.5/<0.5 <0.5/<0.5 <0.5/<0.5



年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

頭項 1 目 5 1049 1,008
事業
期間

会
計

1 款 4

①注射当日の悪天候や飼い主の高齢化等による
実施率の低下が懸念される。
②主幹する群馬県の管轄事務所について、沼田
から渋川へ移転した後も、祝休日の緊急捕獲や
動物保護等へは未対応となる。

犬の登録をはじめとして狂犬病予防注射業務については継
続して行く必要があるが、近年猫の対応についての相談が
多く、これについては法的な手続きを要しないため飼い主の
モラルに頼るところが多いが、安易に行政に対応を依頼して
くる例が増えている。これらの問題については広報等で地道
に啓蒙し理解を深めてもらう必要がある。

令和　２年度 令和　３年度 単位
課 環境政策

継続事業

事業実績

○狂犬病を未然に防ぐため、年１回の予防接種が義務付けられています。狂犬
病を発症した犬に噛まれると、１００％死に至ると言われています。町は利根沼
田獣医師会師会と共に、春に１回・秋に１回集合注射を実施しています。また、
都合が合わず集合注射会場に来られなかった方は、沼田市内の動物病院でも
予防接種が受けられます。○捨て犬・捨て猫を増やさないための取組みとして、
犬猫の避妊手術費の助成を行っています。捨て犬・捨て猫が増えると糞尿の問
題や、野生化した犬や猫が私達の生活活動に悪影響をおよぼす可能性があり
ます。

本事業は狂犬病予防対策として例年の継続事業である。毎
年町内を循環して予防接種業務を実施しているが、実施日
の天候により受診者数が左右し、更に飼い主の高齢化や動
物病院の獣医師会からの退会などで年々対応が変わること
で事務手続きに苦慮している。また、群馬県の管轄事務所が
渋川に移転したことで町への対応が増えることが懸念され
る。

円事務事業 000001 犬・猫等衛生対策事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 1,365,527

基本事業 03 公衆衛生対策の推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

登録頭数

係

令和 4 8 1

組織名 生活水道

施
策
体
系

施策 14

回項 1 目 5 19 47
事業
期間

会
計

1 款 4

平成27年度より開始した事業のため、認知度が
低いと思われる。スズメバチのみの補助金である
ことが周知されずらい。

本スズメバチ駆除費用補助金制度は季節に
より要望が多い。そのため今後も事業の継続
をしていきたいと考える。

令和　２年度 令和　３年度 単位
課 環境政策

継続事業

事業実績みなかみ町内において、町民が安全な生活を送
るために実施する蜂駆除に対し、専門業者に依
頼する場合に駆除に要した費用の2分の1以内
で、1万円を上限として補助金を交付する。

スズメバチ駆除費用補助事業については、季
節的な者であるため住民の認知だが低い。し
かし季節により多くの被害が予想されるため
例年広報等で啓蒙を進めてきた。

円事務事業 000008 蜂駆除費補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 435,100

基本事業 03 公衆衛生対策の推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

補助金交付回数

係組織名 生活水道

千円

令和 4 8 1

項 4 目 3 402104 433083
事業
期間

会
計

1 款 8

企業会計移行準備段階として減価償却費と建設
改良費とのバランスの見極めが必要

早期の企業会計予算作成が必要で一般会計
との調整が必要7

令和　２年度 令和　３年度 単位

継続事業

事業実績
一般会計からの繰出事務（基準内及び基準外）

R2〜４年度で固定資産台帳を作成中。令和5
年度での取り組みとなる

事業費 457,048,000 円

課

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 生活排水の適正処理 出資金・補助金受入業務

上下水道 係

継続事業

件数が増加傾向にあり、
補助金額を上げる要望もある

市場のニーズを見極める

項 2 目 1

組織名

組織名 生活水道

事業実績

合併処理浄化槽の設置基数

課 上下水道 係
令和　２年度 令和　３年度 単位

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

事務事業 000026 【繰出金】下水道事業特別会計（一般→下水）
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和

事業
期間

会
計

1 款 4 21 27 基

生活水道

公共下水道事業及び農業集落排水事業の供用
開始、認可区域以外で合併処理浄化槽を設置す
る住民に対して補助金を交付する。
補助金額は、人槽により加算額を交付している。

予算増額

16,959,000 円事務事業 000024 合併処理浄化槽普及推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費

基本事業 01 生活排水の適正処理

施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全

生活環境の保全

施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全

施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全

令和



年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

件項 1 目 6 122 118
事業
期間

会
計

1 款 4

施設の老朽化が進んでいるので、必要な修繕を
実施しなければならない。

新治火葬場は老朽化が進んでおり、年々必
要最小限の修繕を実施し運営に当たってい
る。水上火葬場を含めた新たな方向性が見い
だせない状況の中で、現状の施設にて運営を
継続していきたいと考える。

令和　２年度 令和　３年度 単位
課 環境政策

継続事業

事業実績
町が運営する新治火葬場の維持管理。火葬執
行・日常の管理は業務委託している。

老朽化が進んでいる新治火葬場については、
水上火葬場を含めた中での新たな方向性が
出せない状況にある。そのため現状の施設を
維持し利用していくこととしている。そのため
の最低限の修繕等を実施し運営に努めてい
る。

円事務事業 000004 新治火葬場管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 7,472,937

基本事業 03 公衆衛生対策の推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

火葬件数

係

施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全

組織名 生活水道

件

令和 4 8 1

項 1 目 6 38 56
事業
期間

会
計

1 款 4

施設の老朽化が進んでいるので、必要な修繕を
実施しなければならない。

水上火葬場は老朽化が進むだけでなく、時代
に則した火葬場環境を提供するには現状の
施設では待合室の狭さなどの意見もあった。
新たな方向性が見いだせない状況の中で、
現状の施設を必要最小限の修繕で運営を継
続していきたいと考える。

令和　２年度 令和　３年度 単位
課 環境政策

継続事業

事業実績
町が運営する水上火葬場の維持管理。火葬執
行・日常の管理は業務委託している。

老朽化が進んでいる水上火葬場については、
新治火葬場を含めた中での新たな方向性が
出せない状況にある。そのため現状の施設を
維持し利用していくこととしている。そのため
の最低限の修繕等を実施し運営に努めてい
る。

円事務事業 000003 水上火葬場管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 4,317,289

基本事業 03 公衆衛生対策の推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

火葬件数

係

施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全

組織名 生活水道

件

令和 4 8 1

項 1 目 5 15・6 15･8
事業
期間

会
計

1 款 4

・いつまで事業を継続するか。
町内の放射線量測定及び食品の放射能測定
検査については国等の方針が変わるまでは
継続していくことが望ましいと考える。

令和　２年度 令和　３年度 単位
課 環境政策

継続事業

事業実績・空間放射線量の測定を月3回本所支所で行う。
また、群馬県が放射線マップ作成のため毎年２回
測定を行う。
・個人消費の食品の放射能測定を行う。

月３回本庁支所の空間放射線量測定につい
ては平成30年度を持って中止となっている。
その他の放射線量測定や食品の放射能測定
は継続実施をしていく。

円事務事業 000002 放射線量低減対策事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 327,415

基本事業 02 公害防止対策の推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

・町内各地の放射線量測定件数
・食品の放射能測定検査件数

係

施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全

組織名 生活水道

件

令和

項 1 目 5 1 1
事業
期間

会
計

1 款 4

野焼き等の焼却苦情が多々あるが、例外的に認
められる行為であることから、対応に苦慮してい
る。

本町に多い野焼きの苦情に対して本課だけ
でなく農政担当課と連携を図り、法律的に例
外として認められているからいつ何時でも良
いという事ではなく、近年の時代背景に合致
したマナーの配慮の指導も必要と考える。

令和　２年度 令和　３年度 単位
課 環境政策

継続事業

事業実績
県・町が協力し、公害対策に取組んでいる。騒音・振動に関する問合せは町が、
水質・大気・土壌に関する問合せは県が対応してる。実際に公害が発生した場
合は、県・町で協議し双方で情報を共有し対応しています。特定施設・高速道路・
一般道の騒音・振動測定を年１回実施し、生活環境に影響を及ぼすレベルがど
うか判断し、問題があれば特定施設に対し改善命令を指示し生活環境の保全に
努めています。町内に設置されている大気観測局（光化学オキシダント濃度測
定）のデータを定期的に確認しています。

野焼き等に関する焼却苦情については多くが
農業による例外的に認められた行為によるも
のが多かったが、これらの行為に関する広報
を継続的に行うことで正しい野焼きについて
の理解を広げてきた。

円事務事業 000001 公害対策事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 87,264

基本事業 02 公害防止対策の推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

典型７公害　苦情件数

係

施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全

組織名 生活水道

令和



年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

円

下水道使用料、下水道工事請負費及び起債償還
に伴い発生した消費税を算定し、沼田税務署に
中間申告及び確定申告をする。

-施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全
事業実績

申告回数基本事業 01 生活排水の適正処理
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 生活水道 課 上下水道 係

課題なし
単位

事業
期間

継続事業
会
計

5 款 1 項 1 目 1 3 4 回

目 1 18 21
事業
期間

会
計

1 款 4

高齢化により耕作地が荒れ、不法投棄されやす
い場所が増加している。土地所有者自ら草刈や
監視をすることができない状況が多くなっている。

多くの不法投棄は道路に面した土地に投棄
がされていることから監視活動の強化も必要
だが、群馬県による監視カメラの貸し出しなど
の利活用も検討が必要と考える。また、警察
などにも協力をあおり法的な罰則がある犯罪
であるという啓蒙活動も必要と考える。

令和　２年度 令和　３年度

-
令和　２年度 令和　３年度

事務事業 000003 下水道事業消費税申告納付事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 7,969,400

単位
課 環境政策

継続事業

令和

事業実績
産業廃棄物や一般廃棄物を処理するには、高額な費用がかかり
ます。悪質業者が不法投棄をしようと考えた時、狙われ易い条件
がみなかみ町には多くあります。不法投棄を行う者を現行犯で捕
らえるのは難しく、多くの場合は捨てられた後の現場確認から作
業を始め、県・町・警察と連携を取り調査を行います。この事業
は、不法投棄をされない・させない町を作るためのものです。

不法投棄の通報が増加傾向にあり、通報を受けて現地確認
をした上で指導や対応をしているが、民地への不法投棄もふ
えており、その原因の一つに道路に面した民地が荒廃して投
棄が発見されにくい環境になってきていることが言える。これ
らの対策として土地所有者自身による草刈りなどを実施して
いただき不法投棄をさせない環境をつくる指導をしていく必
要がある。

円事務事業 000003 不法投棄対策事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 163,388

基本事業 02 公害防止対策の推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

苦情件数

係組織名 生活水道

施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全

件項 2

区画

令和

項 1 目 6 274・264 274・264
事業
期間

会
計

1 款 4

墓地の老朽化が進んでいる。使用者不明・承継
者不在の墓地が出始めている。

墓地そのものが老朽化しているとともに使用
者の高齢化が進み管理できなくなっている状
況になっている。これらの問題に対する指導
の方向性を検討していく必要がある、

令和　２年度 令和　３年度 単位
課 環境政策

継続事業

事業実績
町有墓地は、274区画あり、使用者の募集及び永代使用料徴収
事務、承継者の届け・氏名住所変更の手続き、共有部分の維持・
補修を実施。共有部分（四阿、通路、周辺の草刈、町有墓地トイレ
等）の清掃管理を委託（社会福祉協議会）管理している。また、墓
地内にある無縁仏墓地管理を実施している。

墓地の開設以来年数が経過したため、使用者の死亡や使用
者不明、継承者不在など様々な問題が出始めている。その
中で毎年の管理料徴収に当たり諸手続きが必要な使用者に
は手続きのお願いをしてきた。しかしながら日々利用する施
設と違い手続きがスムーズに行っていない状況にある。

円事務事業 000007 町有墓地維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 301,408

基本事業 03 公衆衛生対策の推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

墓地所有区画数・使用区画数

係組織名 生活水道

施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全

件

令和

項 1 目 6 146 144
事業
期間

会
計

1 款 4

　議会を含めて火葬場の方向性を検討している
が、結論が出ていない。町営火葬場の拡張は難
しく、特に水上火葬場の老朽化は著しい状況であ
るため、早めの結論が必要と思われる。

沼田聖苑を含み水上・新治火葬場という３施設を一町村で利
用運営するということは大きな財政負担と言える。しかしなが
ら火葬場という施設の立地に関しては住民の同意を得ること
は容易なことではない。しかし、既存施設の老朽化が進んで
いる状況を踏まえて将来的な見直しは継続していく必要があ
ると思う。

令和　２年度 令和　３年度 単位
課 環境政策

継続事業

事業実績
利根沼田広域市町村圏振興整備組合が運営する利根沼田広域
斎場「ぬまた聖苑」の管理運営にかかる構成市町村負担金の支
払い。利用者は主に旧月夜野町地内の住民。負担金分賦割合は
人口割１００％で、直近の国勢調査人口を用いて広域圏整備組合
が算定するが、旧水上町と旧新治村地内は、町営火葬場を利用
するため人口割の算定には含めない。

利根沼田広域市町村圏振興整備組合が運営する沼田聖苑
は、主に旧月夜野町の住民が利用しています。旧水上及び
旧新治にはそれぞれ町営火葬場がありますが、ともに老朽
化が進んでおり、さらに旧月夜野町地域からは距離的な事も
あり沼田聖苑を継続利用することが住民の利便性を考慮し
ていると考える。

円事務事業 000002 利根沼田広域圏火葬場斎場費負担事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 6,354,000

基本事業 03 公衆衛生対策の推進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

火葬件数

係組織名 生活水道

施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全

令和 4 8 1



年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

上下水道 係

事業計画の縮小
R3へ繰越し
認可変更の時期を延長し計画区域の縮小を
再検討

令和　２年度 令和　３年度 単位

事業
期間

期間限定事業
会
計

5 款 1 項

会
計

5 款 1 項 1 目 1 1 1 件

令和

期間限定事業

事務事業 000029 下水道事業公営企業会計適用事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 22,891,000 円

下水道事業の公営企業会計適用業務
R3　1年目　準備　調査　業務
R4　2年目　固定資産台帳等整備　業務
R5　3年目　条例改正、会計決算、システム構築

業務委託中施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全
事業実績

業務実績基本事業 01 生活排水の適正処理
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 生活水道 課 上下水道 係

委託先の選定 固定資産税台帳の整備
令和　２年度 令和　３年度 単位

事業
期間

事務事業 000006 日本下水道協会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 82,960 円

下水道整備を推進することを目的に設立された協会であり、この
会に加入して本町の下水道整備の推進を図る。
また、この協会には下部組織として関東地方下水道協会、群馬県
下水道協会があり、県協会では下水道排水設備工事責任技術者
試験、登録及び更新・講習を行っている。
令和3年度はオンラインにて開催

-施
策
体
系

施策

令和

14 生活環境の保全
事業実績

会議・研修会等への出席回数基本事業 01 生活排水の適正処理
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 生活水道

事業
期間

継続事業
会
計

5 款 1 項 1 目 1 22070 22492 件

令和

未収金対策を徹底し滞納額の縮減を図る
令和　２年度 令和　３年度 単位

事務事業 000001 下水道料金賦課徴収事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 15,233,172 円

下水道使用料金の徴収業務であり、納入通知書
の作成、料金システムの保守管理委託及び使用
料の過誤納付による還付事務

滞納繰越額微減施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全
事業実績

使用料徴収件数（年間）基本事業 01 生活排水の適正処理
②事務事業の課題

組織名 生活水道 課 上下水道

④今後の方針・課題解決策

係

公平性の観点から未収金対策を徹底し滞納額の
縮減を図る。

生活環境の保全
事業実績

業務実績基本事業 01 生活排水の適正処理
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 生活水道 課

3 1 回

目 1 0 1

事務事業 000030 公共下水道認可変更事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 5,170,000

1 件

円

5年に一度の公共下水道の全体計画の見直し及
び事業計画変更（認可変更）

業務委託実施施
策
体
系

施策 14

課 上下水道 係

課題なし -
令和　２年度 令和　３年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

5 款 1 項 1 目 1

令和



年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

01 生活排水の適正処理
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 生活水道 課 上下水道 係

 下水道施設全般において、更新時期がきてお
り、計画的な更新計画と予算処置が必要。

ストックマネジメント計画の策定
令和　２年度 令和　３年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

5 款 2 項 1 件

会
計

5 款 2 項 1 目 2 17 13 件

令和

継続事業

事務事業 000010 受益者負担金一括納付推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 271,410 円

 公共下水道工事の費用の一部をまかなうため、
下水道処理区域内の土地面積及び用途に応じ負
担金を賦課徴収する。
負担金は、１年を４期に分割し５年で徴収する事
になっているが、全額一括納入又は年一括納入
した受益者に報奨金を交付する。

 一括納付を推進する。施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全
事業実績

一括納入件数基本事業 01 生活排水の適正処理
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 生活水道 課 上下水道 係

 受益者負担金の賦課徴収に当たっては受益者
への説明を行い理解を求める必要がある。

受益者に一括納付の得を理解していただく
令和　２年度 令和　３年度 単位

事業
期間

（統合廃止）公共下水道（水上処理分区）維持管理事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果
事業費 14,300,000 円

公共下水道水上処理分区の管路施設・ポンプ場
の維持管理を行う事業である。
管路施設に於いては下水道管内の点検、マン
ホールの補修であり、ポンプ場に於いては電気保
安管理者への業務委託、保守点検委託業務、光
熱水費の支払い業務等を実施している。

点検による不具合箇所の修繕施
策
体
系

施策

令和

14 生活環境の保全
事業実績

不具合件数基本事業 01 生活排水の適正処理
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名

事務事業 000011

生活水道

会
計

5 款 2 項 1 目 1 255 350 ｍ

令和

事務事業 000007 公共下水道建設事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 38,784,463 円

公共下水道未普及地区解消のため、下水道管路
を布設し供用開始区域を拡大する。

住宅新築等のため未供用開始区域内で接続
が望まれる場合に備えて予算を計上し対応で
きるようにしている。

施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全
事業実績

下水道管路布設延長基本事業 01 生活排水の適正処理
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 生活水道

令和

目 2 8 10

事務事業 000009 公共下水道維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 39,447,228 円

公共下水道の管路施設及びポンプ場の維持管理
事業。
管路やマンホールの点検と補修やポンプ施設の
管理点検委託を実施

ストックマネジメント計画に移行する前段階と
して固定資産台帳の作成に着手している。施

策
体
系

施策 14 生活環境の保全
事業実績

設備の故障件数基本事業

課 上下水道 係 下水道料金の見直しは、住民の理解を得るよう
慎重に進めたい。
維持管理業務委託の手法について包括的民間
委託等の検討が必要である。
施設の老朽化に伴い修繕費用等が増加傾向に
ある。

計画的な修繕
令和　２年度 令和　３年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

5 款 2 項 1 目 2 10 5 件

課 上下水道 係
すでに幹線管路は布設されており、未供用開始
区域は住宅がない場所等に限定されている。そ
のため効率的に供用開始区域を拡大することは
接続が見込めないため投資回収率が悪くなる。

事前に供用開始を望まれる区域の情報に注
意し、適切な予算計上を行う

令和　２年度 令和　３年度 単位

事業
期間

継続事業



年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

ｍ

円

群馬県で行う流域下水道奥利根処理区の終末処
理場及び中継ポンプ場、管渠の維持管理に係る
負担金事業である。
流域構成自治体として、施設の運営管理に於け
る維持管理費用を応分負担し機能維持に努め
る。

負担金にかかる協議施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全
事業実績

流域管路延長基本事業 01 生活排水の適正処理
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 生活水道 課 上下水道 係
負担金算出に係る業務内容の精査により経費削
減を図る必要がある。
維持管理費の市町負担に関する覚書の改正が
協議されており、負担金の増加が懸念される。

増加は避けられないが、それをどのように説
明できるか

令和　２年度 令和　３年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

5 款 2 項 3

会
計

5 款 2 項 3 目 1 0 0 ｍ

令和

目 2 0 0

事務事業 000017 流域下水道維持管理費負担事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和

事務事業 000016 流域下水道建設費負担事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 31,356,271 円

群馬県で行う流域下水道終末処理場及び中継ポ
ンプ場、管渠等の建設（老朽化対策を含む）に係
る負担金事業である。
流域構成自治体として、施設の機能保全に於け
る建設費用を応分負担し、機能維持に努める。

群馬県との調整施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全
事業実績

流域管路延長基本事業 01 生活排水の適正処理
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名

5 7 件

令和

事務事業 000014 特定環境保全公共下水道維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 40,099,141 円

特定環境保全公共下水道の管路施設及びポンプ
施設、終末処理施設の維持管理事業。
各施設の点検や修繕、管理点検業務委託を実施

ストックマネジメント計画に移行する前段階と
して固定資産台帳の作成に着手している。施

策
体
系

施策 14 生活環境の保全
事業実績

設備の故障件数基本事業 01 生活排水の適正処理
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名

会
計

5 款 2 項 2 目 1 0 155 ｍ

令和

事務事業 000013 特定環境保全公共下水道建設事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 7,216,000 円

下水道未普及地区解消のため、当該地区に下水
道管路を布設し沿線住戸の下水受け入れが出来
るようにする。また、管路布設後の仮復旧舗装に
おいて沈下防止のため一定期間存置後、舗装本
復旧工事を行う。

計画的な整備施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全
事業実績

下水道管路布設延長基本事業 01 生活排水の適正処理
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名

事業費 163,533,482

生活水道 課 上下水道 係
負担金算出に係る群馬県の事業内容を精査する
事により経費削減を図る必要がある。
施設の老朽化に伴い負担が増える傾向にある。

ある程度の増加は避けられないが、それをど
のように説明できるか

令和　２年度 令和　３年度 単位

事業
期間

継続事業

生活水道 課 上下水道 係

施設全般において更新時期がきており、計画的
な更新計画と予算処置が必要。

ストックマネジメント計画の策定
令和　２年度 令和　３年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

5 款 2 項 2 目 2

生活水道 課 上下水道 係
下水道への接続には費用がかかることから、理
解を得るためには十分な説明と時間が必要であ
る。 

事前に供用開始を望まれる区域の情報に注
意し、適切な予算計上を行う。

令和　２年度 令和　３年度 単位

事業
期間

継続事業



年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

令和　３年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

5 款 3 項 1 目

373 件

令和

下水道事業債を借り入れ、公共下水道事業の財
源とする。借り入れた起債については、起債管理
台帳を作成・管理し、計画的に元利償還する。

なし施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全
事業実績

年度内の償還件（本）数基本事業 01 生活排水の適正処理
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 生活水道 課 上下水道 係 ①起債することにより事業の推進はできるが、後
年度に負担を残すことになる。
②国や県による申請方式、方法に従って手続きを
進めているため、事務の簡素化等の向上につい
ては国・県の考え方によるところが大きい。

なし
令和　２年度

事務事業 000021 企業債元金償還事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 356,854,159

2 402 411 件

事務事業 000022 企業債利子償還事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 45,741,101 円

生活水道 課

円

下水道事業債を借り入れ、公共下水道事業の財
源とする。借り入れた起債については、起債管理
台帳を作成・管理し、計画的に元利償還する。

なし施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全
事業実績

年度内の償還件（本）数基本事業 01 生活排水の適正処理
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名

令和　３年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

5 款 2 項 5 件

令和

会
計

5 款 2 項 4 目 1

円

久保汚水処理施設の維持管理を行う事業であ
る。管路施設では下水道管内の点検、マンホー
ルの補修。汚水処理場では施設保守点検委託業
務、光熱水費の支払い業務等を実施している。

管理業務委託と連携した点検施
策
体
系

施策 14 生活環境の保全
事業実績

不具合件数基本事業 01 生活排水の適正処理
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 生活水道 課 上下水道 係

施設設備の老朽化の進行による事後保全管理か
ら予防保全的管理への移行。

早期の不具合発見と対応
令和　２年度

令和

事務事業 000018 農業集落排水処理施設維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 3,684,381 円

農業集落排水施設の管路施設及び処理施設の
維持管理事業。管路やマンホールの点検修繕や
処理施設の管理点検業務委託を実施。

ストックマネジメント計画に移行する前段階と
して固定資産台帳の作成に着手している。施

策
体
系

施策 14 生活環境の保全
事業実績

設備の故障件数基本事業 01 生活排水の適正処理
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名

上下水道 係 ①起債することにより事業の推進はできるが、後
年度に負担を残すことになる。
②国や県による申請方式、方法に従って手続きを
進めているため、事務の簡素化等の向上につい
ては国・県の考え方によるところが大きい。

なし
令和　２年度 令和　３年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

5 款 3 項 1 目 1 376

目 1 0 1

事務事業 000020 久保汚水処理施設維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 3,082,558

生活水道 課 上下水道 係

施設の老朽化 ストックマネジメント計画の策定
令和　２年度 令和　３年度 単位

事業
期間

継続事業 1 1 個所

令和


